（様式第７号）
令和　　年　　月　　日

福井県知事　様

申請者　所 在 地
名　　称
代表者 職氏名


ふくい採用力向上支援事業における採用力強化支援企業　申込書


　令和８年度ふくい採用力向上支援事業における採用力強化支援企業について、下記のとおり申込みます。

記

　１　事業の名称
　　　　ふくい採用力向上支援事業

　２　添付書類
（1） 申込者概要（別紙１）
（2） 事業実施計画書（別紙２）
（3） 企業情報の提供等に関する同意書（別紙３）
（4） 誓約書（別紙４）



（別紙１）

申込者概要

	名　称
	（ふりがな）

	
	

	所在地
	〒

	代表者名
	

	設立年月
	

	資本金
	円

	主な事業内容
	

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人




	担当者
連絡先
	所属
	

	
	役職・氏名
	

	
	電話
	

	
	メール
	



※企業の概要がわかる書類（パンフレット、商業登記簿謄本の写し、定款等のいずれか）を添付してください。


（別紙２）

事業実施計画書

※記載の際、図表等入れていただいても構いません。
また、文字数等の制限は特段設けません。
	① 貴社が考える、人材採用における課題は何ですか？（複数選択可）

	□採用設計（土台が整理できていない）
□採用ブランディング（魅力を整理できていない）
□採用発信力（情報の発信の仕方が分からない）
□選考力（応募者の志望度を高められていない）
□定着力（入社後のギャップを防げていない）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




	②　①の課題に対して具体的に取り組んでいることについて記述ください。
（例：採用広報の強化、面接スキル向上、求人内容の改善、インターンシップ設計、　　　
賃上げ、評価制度の見直し、研修制度の充実、柔軟な働き方の導入など）

	






	③　①の課題に対して知りたいことや悩んでいること

	






	④ 採用活動において、担当者ご自身がより必要だと感じているスキルや経験はありますか。
（例：採用広報、プレゼンスキル、面接スキル、データ分析、SNS活用 など）

	









	⑤　今後、自社の採用力強化のために取り組みたい項目を教えてください
（複数回答可）

	□採用戦略の構築・見直し
□自社ホームページの見直し
□採用ページの作成・改善
□採用パンフレットの作成・改善
□採用PR動画の作成
□合同説明会や会社説明会の資料・内容の改善
□インターンシップやオープンカンパニーのプログラム改善
□内定者フォローの仕組み改善
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	⑥ コンサルティング（２回）の参加予定者を教えてください（複数回答可）

	□経営者（代表者）
□経営層（役員等）
□人事担当者
□リクルーター
□その他（　　　　　　　　　　　　　　）




	⑦ 初回訪問時に相談したいことと、その理由を教えてください。

	【相談したいこと】


【理由】


（例：採用戦略の見直し、採用広報の改善、定着率向上策 など）






	⑧ ２０２７（令和９）年３月末までに中途人材（正社員）の採用予定はありますか。

	□あり（○名程度）
□なし



	⑨（⑧で「あり」と答えた場合）採用予定者の月額基本給

	○円
※職種や総合職・一般職・学歴等で異なる場合はそれぞれ記載ください（表でも可）



	⑩202７（令和９）年4月の新規学卒者採用予定はありますか。

	□あり（○名）
□なし



	⑪（⑩で「あり」と答えた場合）新規学卒者の初任給

	○円
※職種や総合職・一般職・学歴等で異なる場合はそれぞれ記載ください（表でも可）


[bookmark: _Hlk151035512]


（別紙３）
令和　　年　　月　　日

企業情報の提供等に関する同意書

福井県知事　様

申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　

令和８年度ふくい採用力向上支援事業採用力強化支援企業の申込にあたり、次の事項について同意します。

記

（１）事業申込の内容について、県が委託先企業に対し提供すること。
（２）事業申込内容の確認の結果、県が事業参加を不適当とした場合に、異議を申し立てないこと。
（３）事業申込内容の確認の結果、県が事業参加を適当とした場合であっても、補助金の交付を確約するものではなく、補助金の交付が行われないとき、異議を申し立てないこと。



（別紙４）
令和　　年　　月　　日

誓　　約　　書

福井県知事　様

申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　

　令和８年度ふくい採用力向上支援事業採用力強化支援企業の申込にあたり、次に掲げる事業対象者の要件をすべて満たしていることを誓約します。
記
（１）福井県内に本社機能を有する事業者であること。
（２）中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）に規定される中小企業者もしくは小規模企業者、従業員数等を考慮し、中小企業者もしくは小規模企業者に準ずると認められるその他の事業者または、知事が特別の事情を認める事業者であること。
（３）以下のいずれかの要件を満たしていること。
　　　　・「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトから宣言の登録を行い、登録企業リストに掲載されていること。
　　　　・福井県労働政策課の募集する「社員ファースト企業宣言」において、「賃金の引き上げ」を含む取組みの宣言の登録を行っていること。
　　　　・福井県女性活躍課が募集する「ふくい女性活躍推進企業」に登録されていること。もしくは、「ふくい女性活躍推進企業」の登録申請中であり、かつ、実績報告時までに「ふくい女性活躍推進企業」に登録されていること。
（４）宗教団体や政治活動を主たる目的とする法人もしくは暴力団または暴力団員の統制下である法人でないこと。
（５）福井県物品購入等の契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停止期間中に該当しないこと。
（６）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立て、会社再生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てまたは破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが行われていないこと。
（７）県税の全税目に滞納がないこと。
（８）労働関係法規等の法令に違反していないこと。
（９）国または地方公共団体の各種助成金等において、過去３年以内に不正受給（偽りその他不正の行為により、本来受けることのできない助成金の交付を受け、または受けようとすること。）をした事業主でないこと。
（10）ふくい採用力強化補助金の支給対象となる事業について、同一年度内に国または他の地方公共団体等が所管する同様の目的の補助金等を受給しておらず、かつ受給する見込みがないこと。
